
コンプライアンスとは、企業が企業活動を行うに際して、関係法令等を厳格に遵守することをはじ

め、社会規範を全うすることをいいます。

〔コンプライアンス基本方針〕

当ＪＡは、金融機関の一員として、その社会的責任を果たし、皆様が安心してご利用できるよ
う、法令等を遵守し、透明性の高い経営を行うことが重要と考えています。そのため、役職員に
コンプライアンスの意識づけを徹底し、次のとおりコンプライアンス態勢の確立に努めています。

〔コンプライアンス運営態勢〕

①常勤理事および部長で構成するコンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンス委員会を
中心とする内部管理体制を構築するとともに、全役職員に守るべき法令や規範を解説した「コ
ンプライアンス・マニュアル」を配布し、研修会等を通じて役職員のコンプライアンス意識の
高揚に努めています。コンプライアンスプログラムを毎年度策定し、統括部署がその進捗管理
を行っています。

②利益相反行為、その他重要な取引については、その都度理事会に付議する等、理事に課せられ
た忠実義務、善管注意義務を遵守するため、理事相互間のけん制を徹底しています。

③監事５名を置き、理事会に出席するとともに、半期ごとに全事業所を対象に厳正な監査を実施
し、理事の業務執行の妥当性、適法性を監視しています。
また、監事のなかに常勤監事、員外監事を置き、監査の充実に努めています。

④各事業ごとに、法令等に準拠した詳細な事務マニュアルを作成し、研修会等を通じて、担当職
員にその遵守を徹底しています。

⑤賞罰委員会を設置し、法令違反には厳しく対処する体制を整備しています。

⑥組合員・利用者の皆様の声を真摯に捉え、前向きに事業に反映するため、相談・苦情窓口の
「苦情相談窓口」を設置しています。

Ⅴ．コンプライアンス・法令順守への取り組み
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経営上発生する可能性のある各種リスクに対応するため、次のとおりリスク管理に努めています。

１．信用リスク管理

信用リスクとは、融資先等の経営悪化等により、融資した資金の元本ないし利子の回収が困難となり

損失を被るリスクを指します。
当ＪＡでは、本店に独立した審査部署を設置し、審査体制の充実を図るとともに、月次の延滞管理、

本店ヒアリングの実施等を通じ、債務者の状況変化に早期に対応できる体制を確立しています。
また、大口の債務者については、定期的に理事会に経営状況を報告し、重要な個別案件については理事
会で対応方針を決定しています。さらに、厳正な資産自己査定を実施し、十分な償却・引き当てにより
財務の健全化に努めています。

２．市場リスク管理

市場リスクとは、金利、為替、有価証券等の様々な市場のリスク・ファクターの変動により、資産の

価値が変動し損失を被るリスクや資産・負債から生み出される収益が変動し損失を被るリスクのことで
す。主に金利リスク、価格変動リスクなどをいいます。金利リスクとは、金利変動に伴い損失を被るリ
スクで、資産と負債の金利又は期間のミスマッチが存在している中で金利が変動することにより、利益
が低下ないし損失を被るリスクをいいます。また、価格変動リスクとは、有価証券等の価格の変動に伴
って資産価格が減少するリスクのことです。
当ＪＡでは、金利リスク、価格変動リスクなどの市場性リスクを的確にコントロールすることにより、

収益化及び財務の安定化を図っています。このため、財務の健全性維持と収益力強化とのバランスを重
視したＡＬＭを基本に、資産・負債の金利感応度分析などを実施し、金融情勢の変化に機敏に対応でき
る柔軟な財務構造の構築に努めています。

３．流動性リスク管理

流動性リスクとは、運用と調達のミスマッチや予期せぬ資金の流出により、必要な資金確保が困難にな
る又は通常よりも著しく高い金利での資金調達を余儀なくされることにより損失を被るリスク（資金繰リ
スク）及び市場の混乱等により市場において取引ができないため、通常よりも著しく不利な価格での取引
を余儀なくされることにより損失を被るリスク（市場流動性リスク）のことです。
当ＪＡでは、資金繰りリスクについては、運用・調達について月次の資金計画を作成し、安定的な流動

性の確保に努めています。有価証券等も国債等の債券や上場株式に限る流動性の高い商品に限定していま
す。また、余裕資金（調達資金の貯金と運用資金貸出金の差額）の一定額以上を静岡県信連に預け入れ十
分な支払資金を確保しています。

４．オペレーショナル・リスク管理

オペレーショナル・リスクとは、業務の過程、役職員の活動もしくは、システムが不適切であること又
は外生的な事象により損失を被るリスクのことです。当ＪＡでは、収益発生を意図し能動的な要因により
発生する信用リスクや市場リスク及び流動性リスク以外のリスクで、受動的に発生する事務、システム、
法務などについて事務処理や業務運営の過程において、損失を被るリスクと定義しています。事務リスク
などについて、事務手続にかかる各種諸規程を理事会で定め、その有効性について内部監査や監事監査の
対象とするとともに、事故・事務ミスが発生した場合は速やかに状況を把握して理事会等に報告する体制

を整備して、リスク発生後の対応及び改善が迅速・正確に反映ができるよう努めています。

５．事務リスク管理

事務リスクとは、貯金や融資・為替などの取引に伴って発生する各種事務を適切に処理しなかったため

に生じる事故によって損失を被るリスクを指します。

当ＪＡでは、電算化により事務処理の効率化を図るとともに、階層別・業務別研修会を開催し、事務処
理の徹底および精度向上に努めています。さらに、内部監査による年１回以上の監査および管理者による

月次の店内検査の実施を通じ、事故の未然防止並びに事務処理の正確性の検証を行っています。

６．システムリスク管理

システムリスクとは、災害やコンピュータ機器・通信回線の故障などによるコンピュータ・システムの

停止または誤作動、電算システムの不備によって損失を被るリスクを指します。

当ＪＡでは端末機・ＡＴＭ等自動化機器・回線等の保守管理を徹底するとともに、系統組織と連携し、
システムの運用には万全を期して取り組んでおり、障害等に備え管理マニュアルを策定しています。

リスク管理への取り組み
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当ＪＡでは、内部監査部門を事業推進部門から独立して設置し、経営全般にわたる管理及び各
部門の業務の遂行状況を、内部管理態勢の適切性と有効性の観点から検証・評価し、改善事項の
勧告などを通じて業務運営の適切性の維持・改善に努めています。

また、内部監査は、ＪＡの本店・支店のすべてを対象とし、中期及び年度の内部監査計画に基
づき実施しています。監査結果は代表理事組合長及び監事に報告したのち被監査部門に通知され、
定期的に被監査部門の改善取り組み状況をフォローアップしています。また、監査結果の概要を
定期的に理事会に報告することとしていますが、特に重要な事項については、直ちに理事会、代
表理事組合長、監事に報告し、速やかに適切な措置を講じています。

① 苦情処理措置の内容

当ＪＡでは、苦情処理措置として、業務運営体制・内部規則等を整備のうえ、その内容を
ホームページ・チラシ等で公表するとともにJAバンク相談所やJA共済連とも連携し、迅速
かつ適切な対応に努め、苦情等の解決を図ります。まずは当ＪＡの苦情等受付窓口へお申し
出ください。

吉田支店 0557-45-0679 宇佐美支店 0557-48-9301 下多賀支店0557-68-3111
富戸支店 0557-51-1155 伊東支店 0557-37-7140 熱海支店 0557-82-3188
荻支店 0057-32-2958 静海支店 0557-38-8111 伊豆山支店0557-80-5211
伊豆高原支店 0557-53-0016 富士見支店 0557-37-3208
受付時間：午前9時～午後5時（金融機関の休業日除く）

上記のほか下記の窓口でも受け付けます。

・本店 金融部
電話番号：0557-48-9100

・本店 共済部
電話番号：0557-48-9104
受付時間：午前9時～午後5時（金融機関の休業日除く）

② 紛争解決措置の内容

当ＪＡでは、紛争解決措置として、次の外部機関を利用しています。

「信用事業」
静岡県弁護士会あっせん・仲裁センター（静岡県JAバンク相談所経由）
①の窓口または静岡県JAバンク相談所（電話：054-284-9913）にお申出ください。

「共済事業」
(社)日本共済協会 共済相談所（電話：03-5368-5757）
(財)自賠責保険・共済紛争処理機構（電話：本部03-5296-5031）
(財)日弁連交通事故相談センター（電話：本部03-3581-4724）

(財)交通事故紛争処理センター（電話：東京本部03-3346-1756）
最寄りの連絡先については、上記または①の窓口にお問合せください。

内部監査体制

金融ＡＤＲ制度への対応
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当ＪＡでは、金融商品販売法の規定にもとづき下記の「勧誘方針」を定め、店頭にポスターを
掲示し、職員研修を行うなど、体制の整備に努めています。今後も商品やリスクの内容について
皆様に十分ご理解いただけますよう、従来以上に職員教育に努めていきます。

あいら伊豆農業協同組合の金融商品の勧誘方針

当組合は、貯金・定期積金、共済その他の金融商品の販売等の勧誘にあたっては、次の事項を

遵守し、組合員・利用者の皆さまに対して適正な勧誘を行います。

１．組合員・利用者の皆さまの商品利用目的ならびに知識、経験、財産の状況および意向を

考慮のうえ、適切な金融商品の勧誘と情報の提供を行います。

２．組合員・利用者の皆さまに対し、商品内容や当該商品のリスク内容など重要な事項を十分

に理解していただくよう努めます。

３．不確実な事項について断定的な判断を示したり、事実でない情報を提供するなど、組合員・

利用者の皆さまの誤解を招くような説明は行いません。

４．電話や訪問による勧誘は、組合員・利用者の皆さまのご都合に合わせて行うよう努めます。

５．組合員・利用者の皆さまに対し、適切な勧誘が行えるよう役職員の研修の充実に努めます。

６．販売・勧誘に関する組合員・利用者の皆様からのご質問やご照会については、適切な対応

に努めます。

金融商品の勧誘方針金融商品の勧誘方針
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　　なお、「個人情報保護法に基づく公表事項等に関するご案内」については当ＪＡホームページで
　ご覧いただけます。

　ホームページアドレス：http://ja-airaizu.jp/

あいら伊豆農業協同組合個人情報保護方針

あいら伊豆農業協同組合
代表理事組合長 土屋 壽良

あいら伊豆農業協同組合（以下「当組合」といいます。）は、組合員・利用者等の皆様の個人情報を

正しく取扱うことが当組合の事業活動の基本であり社会的責務であることを認識し、以下の方針を遵守

することを誓約します。

１．関連法令等の遵守
当組合は、個人情報を適正に取扱うために、個人情報の保護に関する法律（以下「法」と言い

ます。）その他、個人情報保護に関する関係諸法令および農林水産大臣をはじめ主務大臣のガイ
ドライン等に定められた義務を誠実に遵守します。
個人情報とは、法第２条第１項に規定する、生存する個人に関する情報で、特定の個人を識別で
きるものをいい、以下も同様とします。

２．利用目的
当組合は、利用目的をできる限り特定したうえ、あらかじめご本人の同意を得た場合および法

令により例外として扱われるべき場合を除き、その利用目的の範囲内でのみ個人情報を取扱いま
す。ご本人とは、個人情報によって識別される特定の個人をいい、以下同様とします。

３．適正取得
当組合は、個人情報を取得する際、適正かつ適法な手段で取得します。

４. 安全管理措置
当組合は、取扱う個人データを利用目的の範囲内で正確・最新の内容に保つよう努め、また安

全管理のために必要・適切な措置を講じ従業者および委託先を適正に監督します。
個人データとは、法第２条第４項が規定する、個人情報データベース等（法第２条第２項）を

構成する個人情報をいい、以下同様とします。

５．第三者提供の制限
組合は、法令により例外として扱われるべき場合を除き、あらかじめご本人の同意を得ること

なく、個人データを第三者に提供しません。

６．機微（センシティブ）情報の取り扱い
当組合は、ご本人の機微(センシティブ)情報（政治的見解、信教、労働組合への加盟、人種・

民族・門地・本籍地、保健医療等に関する情報）については、法令等に基づく場合や業務上必要
な範囲においてご本人の同意をいただいた場合等を除き、取得・利用・第三者提供はしません。

７. 開示・訂正等

当組合は、保有個人データにつき、法令に基づきご本人からの開示・訂正等に応じます。
保有個人データとは、法第２条第５項に規定するデータをいいます。

８．苦情窓口

当組合は、取扱う個人情報につき、ご本人からの苦情に対し迅速かつ適切に取り組み、そのた
めの内部体制の整備に努めます。

９．継続的改善

個人情報保護方針
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当ＪＡあいら伊豆（以下、「当ＪＡ」といいます。）は、農業者の協同組織金融機関として、
「健全な事業を営む農業者をはじめとする地域のお客さまに対して必要な資金を円滑に供給し
ていくこと」を、「当組合の最も重要な役割のひとつ」として位置付け、当組合の担う公共性
と社会的責任を強く認識し、その適切な業務の遂行に向け、以下の方針を定め、取組んでまい
ります。

１． 当ＪＡは、お客さまからの新規融資や貸付条件の変更等の申込みがあった場合には
お客さまの特性および事業の状況を勘案しつつ、できる限り、柔軟に対応するよう努
めます。

２． 当ＪＡは、事業を営むお客さまからの経営相談に積極的かつきめ細かく取り組み、
お客さまの経営改善に向けた取組みをご支援できるよう努めてまいります。また、役
職員に対する研修等により、上記取組みの対応能力の向上に努めてまいります。

３． 当ＪＡは、お客さまから新規融資や貸付条件の変更等の相談・申込みがあった場合
には、お客さまの経験等に応じて、説明および情報提供を適切かつ十分に行うように
努めてまいります。
また、お断りさせていただく場合には、その理由を可能な限り具体的かつ丁寧に説

明するよう努めます。

４． 当ＪＡは、お客さまからの、新規融資や貸付条件の変更等の相談・申込みに対する
問い合わせ、相談、及び苦情については、公正・迅速・誠実に対応し、お客さまの理
解と信頼が得られるよう努めてまいります。

５． 当ＪＡは、お客様からの新規融資や貸付条件の変更等の申込み、事業再生ＡＤＲ手
続の実施依頼の確認又は地域経済活性化支援機構もしくは東日本大震災事業者再生支
援機構からの債権買取申込み等の求めについて、関係する他の金融機関等（政府系金
融機関等、信用保証協会等および中小企業再生支援協議会を含む。）と緊密な連携を
図るよう努めてまいります。
また、これらの関係機関等から照会を受けた場合は、守秘義務に留意しつつ、お客

様の同意を前提に情報交換しつつ連携に努めます。

６． 当ＪＡは、お客さまからの上述のような申込みに対し、円滑に措置をとることが出
来るよう、必要な体制を整備いたしております。

具体的には、
（１）組合長以下、関係役員部長を構成員とする「金融円滑化管理委員会」にて、金融円

滑化にかかる対応を一元的に管理し、組織横断的に協議します。
（２）信用事業担当理事を「金融円滑化管理責任者」として、当ＪＡ全体における金融円

滑化の方針や施策の徹底に努めます。

（３）各支所に「金融円滑化管理担当者」を設置し、各支所における金融円滑化の方針や
施策の徹底に努めます。

７． 当ＪＡは、本方針に基づく金融円滑化管理態勢について、その適切性および有効性

を定期的に検証し、必要に応じて見直しを行います。

金融円滑化にかかる基本方針金融円滑化にかかる基本方針
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「ＪＡバンク基本方針」は、「ＪＡバンクシステム」を確立するため、ＪＡ・信連・農林
中金が一体となって取組むべき基本的な事項について、ＪＡバンクの総意として定める
「行動規範」です。

Ⅰ「ＪＡバンクシステム」の基本的方向
①ＪＡ･信連･農林中金の総合力を結集し､実質的に一つの金融機関として機能する運営ｼｽﾃﾑを確立
②全国どこでも、良質で高度な金融サービスを提供
③ＪＡバンク全体として、資金を安全・効率的に運用し、体制・能力を超えた資金運用を防止
④破綻未然防止のため、早期に経営改善を行い、改善困難な場合には速やかに組織統合を実施
⑤指定支援法人*に基金を設定して財源を確保し、経営改善や組織統合に必要な支援を実施
*指定支援法人： (社)ＪＡバンク支援協会が、指定支援法人としての役割を担っています。

Ⅱ「ＪＡバンク会員」の役割等
①農林中金の役割 （ＪＡﾊﾞﾝｸの総合的戦略の樹立､ＪＡ･信連に対する必要な指導､｢ＪＡﾊﾞﾝｸ

中央本部｣の設置・運営）
②ＪＡ・信連の役割（農林中金の指導の遵守、「ＪＡバンク県本部」の設置・運営、一体的な

事業推進への取組）
③中央会との連携 （農林中金・信連の役割を果たすための中央会が行う総合的な指導との

密接な連携）

Ⅲ「ＪＡバンク会員」の責務
①ＪＡバンクの一体的事業運営（ＪＡバンクの総合的戦略に基づく一体的な事業運営）
②ＪＡバンク全体の安全・効率運用の確保 （信連･農林中金への資金預入、相互援助

預金預託基準、裕金運用自主ルールの遵守）
③経営状況の報告等 （経営管理資料、その他経営状況に関する事項について農林

中金に報告）
④資金運用制限ルールの遵守 （実質自己資本比率、業務執行にかかる基準に該当した場合、

体制、体力に応じた資金運用範囲の制限）
⑤経営改善ルールの遵守 （経営管理体制の整備、経費削減・合理化、資本増強等経営

改善策への確実な実行）
⑥組織統合ルールの遵守 （経営継続上の重大な問題が生じた場合、信連・農林中金への

信用事業譲渡等を実施）
⑦指定支援法人への財源拠出 （毎年度必要な財源を拠出）

Ⅳ「ＪＡバンク会員」が享受するメリット
①「ＪＡバンク会員名簿」に登録の上、組合員・利用者等に周知
②全国統一されたシステムの利用と、これを活用した機能・商品の取扱い
③「ＪＡバンク」商標、及びこれを使用した通帳・カード等共通資材の活用
④経営改善・組織統合に際しての、基準に基づく指定支援法人の支援

Ⅴ 基本方針等を遵守しない会員に対する措置（ペナルティー）
基本方針を遵守しない会員に対し、農林中金は勧告・警告を行い、これを経てなお改善が認め
られない場合には、会員からの強制脱退措置を講ずる。

Ⅵ 基準の見直し等
金融情勢・ＪＡバンク会員の経営状況等を踏まえ、ＪＡバンクの信頼性を確保する観点から、

基本方針の内容・基準について毎年検証を行い、必要に応じて変更を行う。

ＪＡバンク基本方針の概要

ＪＡバンク基本方針

15



ＪＡバンクセーフティーネットについて

　① 破綻未然防止システム(ＪＡバンク独自のシステムです。)

　 ＪＡバンク全体で経営の健全性を確保し、組合員･利用者の皆様に一層の「安心」をお届けします。

指導

　　　　　経営状況の

　　　　　チェック

自主ルール

基準に該当

　② 貯金保険制度（国による公的制度です。）

　　　  貯金者を法律によって保護する保険制度です。（貯金には、保険がかけられています。）

（注1）「無利息、要求払い、決済サービスを提供できていること」という3つの条件を満たすものです。

（注2）1,000万円を超える元本とその利息等については、破綻農水産業協同組合の財産の状況に応じて支払われますので、

　　　　一部カットされることがあります。

当座貯金　普通貯金　別段貯金

対象以外貯金等

　当ＪＡは、リスクに対応した経営と自己資本の充実に努めています。また、万が一の場合でも皆様の貯金は
ＪＡバンク制度と貯金保険制度で守られています。

合算して元金１，０００万円までとその利息等（注２）

決済用
貯金

（注1）

全額保証

対象以外貯金等
外貨貯金、譲渡性貯金等

破綻農水産業協同組合の財産の
状況に応じて支払い(一部カット

されることがあります。）

ＪＡバンクの安心をささえる２つの制度

その他の貯金等
定期貯金、定期積金、貯蓄貯金等決済用貯金

以外の貯金

対象貯金等

ポイント１　 経営状況のチェック

改善取組

ＪＡ

健全

ＪＡ

ＪＡバンク

支援基金

ポイント３ 　ＪＡバンク支援基

          金によるサポート

経営健全性

の向上

事業形態

の見直し

ＪＡバンク

中央本部

県本部

個々のＪＡ

経
営
改
善
へ
の
取
組
み

支援

当ＪＡは、リスクに対応した経営と自己資本の充実に努めています。また万が一の場合でも皆
様の貯金は、ＪＡバンク制度と貯金保険制度で守られています。

ポイント２ 経営改善のへの取組

ＪＡバンクセーフティネットについて
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